
第25回⻑崎都市経営戦略推進会議
令和5年3⽉2０⽇(⽉)13:30〜15:30
⼗⼋親和銀⾏本店別館9階会議室

【議事（案）】

１ 次回(第26回)サミット⽇程（案）について
令和5年7⽉27⽇（⽊）９：３０〜 於：ヒルトン⻑崎

２ サミット課題
(1)海洋・・・「ながさき BLUEエコノミー」「商船三井との連携協定」について
(2)医療・・・「医療・福祉機器等ものづくり検討会」について
(3)デジタル・・・「本県におけるデジタル化の現在と⽅向性」「⻑崎市DX推進計画」
について
(4)観光・交流・・・「⻑崎⻘年会議所の住吉商店街活性化」について
(5)⼈財・・・今後の検討課題の整理
(6) (1)〜(5)に関連する⻑崎県、⻑崎市の令和5年度事業（予算）について

３ サポート資⾦プレゼン
①⻑崎留学⽣⽀援センター



2023年3月20日（月）13:30より

氏 　名 所 属 団 体 役　 職 出欠 代理及び随行者等

1 小川　 洋  長崎都市経営戦略推進会議　議長 議長 ○

2 鴛海　健起  日本銀行長崎支店長 副議長 ○

3 佐々木　達也  長崎商工会議所 副会頭 委員 ×

4 松永  安市  長崎商工会議所 専務理事 委員 ○ 随行者：高嶋部長、向課長、松尾氏

5 井手　一  長崎商工会議所 青年部 会長 委員 ×

6 狩野　　靖  長崎経済同友会 事務局長　 委員 ○

7 峯下　隆久  長崎県経営者協会 専務理事 委員 ×

8 山口　知宏  長崎青年会議所 理事長 委員 ○

9 佐藤　烈  マスコミ　長崎新聞社 取締役経営企画室長 委員 ×

10 三井　一明  長崎経済研究所 代表取締役 委員 ○

11 田川　伸一  推進会議事務局長/支援協会事務局長 委員 ○

12 永安　武  長崎大学 理事（研究・国際担当） アドバイザー ○
随行者：政策企画課　南課長、
　　　　　　　　　　　　　　米田班長

13 浦　真樹  長崎県 企画部長 オブザーバー ○
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ戦略課　小川課長
随行者：政策調整課　黒島課長、
　　　　　　　　　　　　　　東山係長

14 久田　浩  長崎市 商工部長 オブザーバー ○

樋口情報政策管理監
情報政策推進室  中野室長
随行者：産業雇用政策課　岩永課長、
　　　　　　川村課長補佐、井本係長

15 下田　政彦  九州経済連合会 長崎地域委員会　幹事 オブザーバー ×

16 田中　渉  九州経済連合会 長崎地域委員会　幹事 オブザーバー ×

10 出席

6 欠席

艶島　博 十八親和銀行地域振興部長 ○

第25回長崎都市経営戦略推進会議　出欠名簿　　　



ビジョン
養殖 DX の推進により、若者が集まり活気づく海と⽣きる地域社会の実現

「ながさき BLUE エコノミー」 海の⾷糧⽣産を持
続させる養殖業産業化共創拠点

1

地域共創分野・本格型昇格申請

本格型昇格審査ヒアリング 2023.01.14

2

本事業の再構築（育成型から本格型へ）

ビジョン
養殖 DX とそれを⽀える海洋技術によって⼈が集まり活気づく地域社会の実現

〜⼈と地球に責任をもち海洋と共⽣する地域を⽬指して〜

インテリジェント養殖を基軸にした 「ながさき BLUE エコノミー」形成拠点

育成型

本格型

ビジョン
養殖 DX の推進により、若者が集まり活気づく海と⽣きる地域社会の実現

「ながさき BLUE エコノミー」 海の⾷糧⽣産を持続させる養殖業産業化共創拠点

養殖業の産業化 ブリ養殖拠点



ながさきBLUEエコノミーに対する⼤学としての⽅針・体制

○⻑崎⼤学と⻑崎県・産業界との連携

3

Naigai Crew (内外クルー)
⼗⼋親和銀⾏/⻑崎県/⻑崎市
県内外の企業

海洋技術クラスター構想

⻑崎海洋産業クラスター
形成推進協議会

⻑崎オープンイノベーション拠点
連携協働・⼈事交流

⻑崎海洋アカデミー ⻑崎⼤学研究開発推進機構
FFGアントレプレナーシップセンター

補⾜資料 3

⻑崎県産業振興財団

養殖イノベーション推進
ユニット (新設)

「⼤学と地域」を変える重点事業として全学を上げて推進

4

⽔産県・海洋県⻑崎の活性化には、

が必要。

⽔産業の再⽣

⻑崎の基幹産業
⽔産業
造船業を中⼼とする海洋産業
観光

「海洋⼯学技術を活⽤した⽔産業の再⽣」
と

「それと連携した地域経済の発展」



⻑崎県の⽔産業の現状

5

●後継者不⾜と⾼齢化に対
する対策

■⻑崎県の⽔産業（海⾯漁業・養殖業）の現状分析
○⽔産業の⽣産量は全国３位・⽣産額は全国２位
○⽔産業の⽣産量はピーク（99万トン）の1/3以下に減少
○同⽣産額はピーク（2259億円）から1/2以下に減少
○就業者数はS54年から1/4に減少、組合員数は5年間で4000⼈弱減少
●天然資源の減少、漁獲制

限、などにより収⼊の減少、
⽣活は不安定

養殖業成⻑産業化総合戦略（R3⽔産庁）

⻑崎県⽔産業振興基本計画2021-2025（⻑崎県）

補⾜資料 4-8

補⾜資料 9、10

https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/shigoto-sangyo/suisangho/suisan-gyosei/suisan-keikaku/488899.html
補⾜資料 9

とる漁業から養殖へ。国と県も養殖を推進

6

養殖業の産業化

産業化された養殖業︓養殖⿂を出荷する数年先の市場を⾒据えた⽣産計画（尾数、コスト、管理など）・販
売計画に基づいた⽣産。⽣産から出荷・販売までを統合管理。
▶⼤⼿⽔産会社

産業化されていない養殖業︓出荷後に空いた⽣簀に次の種苗（稚⿂や若齢⿂）を⼊れ、「売れるだろう」との
仮定のもとに⾏う、「賭け」にちかい⽣産。 多様な市場展開ができず、計画通りの収⼊を上げられない、といったリ
スクを抱える⽣産形態。
▶⻑崎を含む多くの地域の家族経営やそれに近い⼩中規模経営体

養殖業の産業化

⽣産者の産業化
地域⽔産業の産業化

⻑崎モデルの構築

⽣産者A
⽣産者B ⽣産者C

協業化/ホールディングス
加⼯・流通・消費

技術開発
産業連携

意識改⾰



7

本共創拠点事業の柱は、「ブリ養殖」

どこに活路を⾒出すか・・・

健康⾷材として⿂に注⽬の集まっている海外への販
路拡⼤こそ、⽔産業の再⽣に必要

養殖⿂販売のターゲットは・・・
欧⽶・中国ほか、海外の諸国です

国内マーケットは限られており、
漁業者の収益性の向上は困難

海外展開を視野に
⼊れた新たな養殖
システムの構築

⻑崎から世界へ
「JAPAN 鰤」プロジェクト

8

なぜブリ養殖を柱とする必要があるのか︖

●ブリは⽇本固有種。
●国際的⼈気⿂はブリ。クロマグロ、マダイなどではない。
●直近の輸出量は10,000トン/年。
●⽇本で⼀番輸出量が多い⿂種。

ノルウェーサーモンから、JAPAN鰤＊へ

●ブリは養殖業成⻑産業化総合戦略（⽔産庁）における世界への輸出戦略対象⿂であ
り、2030年には現在の12万トンから24万トンへ増産、輸出をめざす。

＊我々が⽬指す「JAPAN 鰤」とは・・・⼈⼯種苗を
使って、環境に配慮しながらきれいな海域で育てる
完全養殖の「ブリ」。

世界展開できる⿂種はブリだけ

補⾜資料 10

補⾜資料 11

ブリの国際展開は国策



9
ブリ種苗センター設⽴運営

●⼈⼯種苗無くして「JAPAN 鰤」は創出できない

●現在の養殖には、年間約2300万尾が必要・・ほぼ捕獲上限
●⽣産量を倍増し、⽇本のブリ養殖維持するために

➢⼈⼯種苗への転換は不可⽋

天然種苗の捕獲上限
2,500万尾

最⼤の課題︓ブリ養殖の「95%」は天然から捕獲した稚⿂を使って⽣産。
⼈⼯種苗は「5%」のみ。

国際展開における最⼤の課題

●海外では天然⿂や天然種苗は避けられる。
理由︓①履歴がわからない→安全を担保できない。

②天然資源への影響→環境への負荷がある。

⼈⼯種苗は海外
販売に不可⽋

安全・安⼼ 環境共⽣

資源管理のために国が定めた尾数

天然種苗からの脱却→⼈⼯種苗へ

●海の環境維持に配慮した⽣産をしているか︖
➢⽔代わりの悪い内湾域での養殖から、残餌や糞

などの分解能⼒が⾼く、病原体や⾚潮プランクト
ンが滞留しにくい沖合での養殖へ。

環境に配慮した養殖

養殖ブリの量産には課題が⼭積み

●天然資源への配慮がなされているか︖
➢天然の⿂をもとに⽣産される⿂粉を餌にする養

殖からの脱却。

安全・安⼼ 環境共⽣

海外への輸出に向けて、解決すべきこの他の課題

内湾域から→沖合へ

10
⿂粉代替飼料



AI導⼊養殖

海中海上通信

⾃動航⾏船

再⽣可能エネルギー
オンデマンド完全養殖

⼈⼯種苗⽣産

⿂の健康診断

低コスト飼料

経営構造改⾰
協業体制 流通販売システム⼀元化

地域独⾃の規格化

マーケット開拓/海外販売

⾦融基盤整備

⼈材後継者育成

IoT導⼊

ロボット

沖合養殖

陸上養殖⾃動給餌

若者が魅⼒を感じる⽔産プラットフォームの構築

海の⽣物と環境へ
の負荷を軽減する
養殖技術開発

⽣産者の作業負担を軽減
する養殖技術開発

『作業を変える』 『育て⽅を変える』

『働き⽅を変える』

ビジョンの再構築︓対話からの課題の再確認

11

多くの地域産業との連携（特に観光・インバウンド）

⽔産

観光
（離島・島嶼） 海洋産業 造船

海洋⼟⽊技術
再⽣可能エネルギー

世界遺産
マリンレジャー

⽇本第⼆の⽔産県 / 豊かな海 / 養殖好適環境

12

海洋県・⽔産県としてのアピール
若者を主役にながさきの「海」と「⿂」を発信



13

養殖業の産業化に向けて

z

ブリ⽣産の⼀⼤拠点を形成することによって、
持続性は⾼まる

ながさきBLUEエコノミー

ブリ⽣産 情報管理

⻑崎マルシェ

⻑崎⼤学 ⻑崎県総合⽔産試験場⽔産技術研究所

⽔産庁 ⽔産研究・
教育機構 開発調査センター県内公設試験場

地産地消 観光連携

⻑崎の⿂⾷活性化コンソーシアム

加⼯/販売ホテル・飲⾷

⽣産者

消費者
お互いを知る連携強化

国・県・⼤学の連携強化

研究/技術開発

⻑崎らしさ/商品の開発

海外戦略

企業

⻑崎⽔産研究三機関連絡会議

ニーズ

⽣産⼒

販売⼒ 流通/輸出

資⾦循環

新規参⼊
休眠施設活⽤
未利⽤海域使⽤拡⼤

養殖業の産業化

参画機関

14

⽔産技術研究所

ターゲット１
『作業を変える』

ターゲット２
『育て⽅を変える』

ターゲット３
『働き⽅を変える』

針尾漁協

研究開発課題1 研究開発課題3研究開発課題2

活⽔⼥⼦⼤学

(企業等) 

(⾃治体等) 

(協⼒機関等) 

参画企業/団体 25社

他のCOI-NEXT拠点との連携強化 補⾜資料 57



※「長崎の変」とは、長崎出身の福山雅治さんがクリエイティブ・プロデューサーを務める、長崎を元気にす
るためのプロジェクトです（2021年～）。合言葉は、「にゃんとかせんば！」。 http://www.nagasakinohen.jp/

令和５年３月20日
長崎県 企画部 デジタル戦略課

本県におけるデジタル化の現状と今後の方向性
～デジタル田園都市国家構想の実現に向けて～



NAGASAKI PREFECTURE １

１．本県におけるデジタル化・DX推進に向けた取組

（１）ビジョンの明確化 .

長崎県において、今後、どのような社会を目指し、そのためにI CTをどのように利活用していこうとしているのかを、
県民・県内企業などにお示しすることで、共通認識醸成とそれぞれのプレーヤーにおける主体的な活動を促していく。

「ながさきSociety5.0推進プラン」（2021.3月）を策定

推進期間 令和３年度～令和７年度

県民の豊かで質の高い生活及び
産業振興、地域活性化が図られる、

Society5.0の実現

基本理念 目指す姿
超高速・大容量通信を実現する５Ｇなどの次世代通信環境が他県に遅れることなく
県内で整備されている。
県民が、地理的・地勢的な条件不利を感じることなく、豊かで質の高い 生活を送る
ことが出来ている。
幅広い分野において、AI 、I oT、ビッグデータなどの活用が進み、地域課題の解決や地
域活性化、新産業・新サービスが創出され、県内産業が活性化している。

AI やRPA等の活用により、業務効率化や業務改革が進み、多様な行政運営、行政
手続のオンライン化が実施され、質の高い行政サービスが提供されている。

基
本
方
針

（１）
ICT利活用による豊かで質の
高い県民生活の実現

（２）
ICT利活用による新産業の創
出とDXの加速化

（３）
行政におけるデジタル改革
の推進

（４）Society5.0実現
のための環境づくり

（５）Society5.0実
現に向けた体制づくり

重
点
分
野

・効率的な医療・保健・福
祉サービスの提供
・防災・減災対策の強化
・便利で快適な暮らしの実現
・教育のICT化推進
・活力ある地域の創造

・新産業の創出
・製造業・サービス産業等の
生産性の向上
・農林水産業の活性化
・観光産業の振興
・働き方改革

・電子行政基盤環境の整
備
・利便性の高い電子行政
の実現
・行政事務の効率化・高
度化

・情報通信基盤の強靭化
・オープンデータの利活用
促進
・ICT人材の育成
・リスクマネジメントの確立

・庁内推進体制の再構
築
・産学金官連携による推
進体制の再構築
・行政間の連携体制の
強化

施策体系



NAGASAKI PREFECTURE ２

令和２年４月 企画部へSociety5.0実現
に向けた取組を包括的に担当する「次世代情
報化推進室」を新設
→ 令和４年度から「デジタル戦略課」

庁内に担当部署を新設

● 本県におけるSociety5.0実現に向け、オール長崎で取組を推進するため、令和２年9月、産学金官連携
で立ち上げ。
● 立ち上げ当初は、・I CT関連企業（県内、誘致）、各業界団体、大学・高専、金融機関、有識者、全21
市町、県など約60の企業・団体にて構成

「ながさきSociety5.0推進プラットフォーム」の立ち上げ

（２）推進体制の強化 .

庁内の各部局内におけるSociety5.0
関連業務の取りまとめ・旗振り役として
「デジタル改革推進員」を配置

各部局にデジタル改革推進員の配置

１．本県におけるデジタル化・DX推進に向けた取組

情報産業クラスター協議会・情報産業協会・NTT西日本・長
崎大学・長崎県立大学・長崎総合科学大学・佐世保高専・
十八親和銀行・シンクながさき・CODE FOR NAGASAKI・
弁護士・市長会・町村会

構成メンバー

基盤整備・課題解決部会

基盤整備WG 課題解決WG

行政デジタル化WG

I CTサービス・産業振興部会

農林WG 水産WG 福祉WG 教育WG

土木WG 防災WG 交通WG 環境WG

幹事会

総会（全構成員）

各産業分野における産学金
官における協議会等を活用
し、必要に応じてメンバーを
加え協議

構成メンバー
I T地場企業・誘致企業・
情報通信業界
・大学・高専・十八親和
銀行・シンクながさき
・各業界団体・21市町

構成メンバー

● 産学金官のオール長崎による取組
● 様々な産業分野からの参画
● 分野横断／組織横断／地域横断の横展開を実現



NAGASAKI PREFECTURE ３

２．国におけるデジタル田園都市国家構想総合戦略の策定

デジタル技術の活用により、地域の個性を活かしながら、
地方の社会課題の解決、魅力向上のブレイクスルーを実現
し、地方活性化を加速

デジタル田園都市国家構想総合戦略 （R4.12.23 閣議決定）

テレワークの普及や地方移住への関心の高まりなど、社会情勢がこれまでとは大きく変化している中、今こそデジタルの
力を活用して地方創生を加速化・深化し、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す

期間 2023年度から2027年度までの５か年期間

< KPIの例>
●サテライトオフィス等を設置した地方公共団体

1,000団体（2024年度まで）、1,200団体（2027年度まで）
など

< KPIの例>
●５Gの人口カバー率：95%（R5年度）、97%（R7年度）、

99％（R12年度））
●デジタル推進人材の育成：230万人（R4～R8年度累計） など



NAGASAKI PREFECTURE ４

２．国におけるデジタル田園都市国家構想総合戦略の策定

中小・中堅企業DX
■地域の産学官の専門家や地域の金融機関による中小・
中堅企業のDX支援体制を全国に構築・経営人材や
専門人材確保のための支援。
・支援コミュニティの立ち上げや地域企業のDXに係る戦略策
定の伴走型支援
・ITベンダー等とのマッチング支援等

■地域未来投資促進法の更なる活用等を進めながら、デ
ジタル化を通じた生産性向上や新たな付加価値の創出。
■キャッシュレス決済の拡大。
・インターチェンジフィーの標準料率公開の影響も踏まえた市
場の透明性向上や加盟店による価格交渉の活発化等

※デジタル田園都市国家構想総合戦略
（概要版を参考に作成）

■官民連携の下で、新たな技術を育てるベンチャー投資や地域課題を解決し得る
社会的投資の拡充・強化、実証の場の創設・拡充等により、スタートアップが
育ちやすい環境整備等を実施。
■大学・高等専門学校等と
新たなシーズの創出・活用や人材
育成・マッチング、新たなビジネス連携
等に積極的に取り組み、新たな市場の
獲得を目指す。
・スタートアップ・エコシステム拠点都市に
おける創業支援の強化等

スタートアップ・エコシステムの確立

地方大学を核としたイノベーションの創出
■地方大学を核とした産学官連携・オープンイノベーションを促進し、地方色豊かなイノベーション拠点を更に全国に展開。
・「地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ」（令和４年２月）を踏まえた地方大学の活性化に向けた取組の総合的な推進等



NAGASAKI PREFECTURE ５

３-1．本県におけるデジタル基盤の整備状況

光ファイバ（FTTH）

■ デジタル田園都市国家構想総合戦略（KPI ）

５G

長崎県の整備率（R4.3月末）は98.34％
（47都道府県中42位）

長崎県の整備率（R4.3月末）は82.5％
（47都道府県中39位）



NAGASAKI PREFECTURE ６

データ連携基盤

EBPM、
新たな施
策構築に
も活用

・県民（市民・町民）の安全・安心で質の高い生活の実現に寄与する、データ連携基盤を介した各種サービス（機能）の提供
・様々なデータの可視化（ダッシュボード化）による県民（市民・町民）の利便性向上
・データ利活用促進による県内産業の振興

サービス提供に必要な個人認証（I Dなど）機能の付加
※マイナンバーカードの活用など

サービス提供に必要な個人認証（I Dなど）機能の付加
※マイナンバーカードの活用など

避難所への経路案
内や混雑状況、個別
避難所の詳細（ペッ
ト可など）を提供する
地域防災サービスなど

広域防災 観光
観光スポット情報
や、モデルコース提
供する観光サービ
ス(アプリ)や人流
分析 など

GTFSによる公共
交通（鉄道・バ
ス・船・飛行機な
ど）情報の提供
サービス など

交通 産業振興

気象等に関する
データを統合的に
提供するサービス
など

介護施設情報提
供や、災害時の要
援護者支援（共
助）のための情報
提供サービスなど

高齢者
オプトインによる受
診・服薬等の医療
関連情報やPHRと
の総合管理サービ
ス など

医 療

住民向け各種サービス提供住民向け各種サービス提供
※ 想定されるイメージも含んでおり、今後、適宜、市町・
県において協議のうえ、方向性を定めていく。

データ・機能・分析環境の提供

成果として

研究等へ
も活用

自社の生産
性向上、新
商品開発な
どにも活用

行政（県・市町）民間事業者 大学・高専 市民団体・業界団体

多様な主体によるデータの利活用推進及び新サービスの創出

子育て
子育て施設情報
や、子育て施設、
子育てイベント情
報を提供するサー
ビスなど

３-2．本県におけるデータ連携基盤の構築・運用



NAGASAKI PREFECTURE ７

５．本県におけるデジタル化・DX推進に向けて（① DX推進支援など）
※令和５年度予算事業など、主なものを記載しています。

■県内中小企業のＤＸ推進に向けた意識醸成を図るとともに、関係機関による支援体制を強化し、生産性向上や新たな付加価値を創出するた
めの取組を支援。

県内中小企業ＤＸ促進事業費

※コンサル×金融機関×県内ＩＴ企業が連携

■世界的な需要拡大が見込まれる航空機・半導体関連産業の基幹産業としての
育成に向けて、設備投資や海外展開を見据えた販路拡大の取組を支援するとと
もに、産学官のネットワーク強化や県内企業と大学等との共同事業を促進。

（新）次世代基幹産業育成事業費
■交流イベント等を通して、本県にゆかりのある起業家や
都市部スタートアップ等を県内に呼び込むとともに、交
流拠点「ＣＯ-ＤＥＪＩＭＡ」等と県外コミュニティとの
連携強化に取り組むことで、新たなイノベーションを生み
出す土壌を創出。

（新）スタートアップ・クロステック推進事業費



NAGASAKI PREFECTURE ８

５．本県におけるデジタル化・DX推進に向けて（② デジタル人材の育成・活用）

■新たな基幹産業として成長が期待される半導体・情報関連分野において、即戦力人材の確保や業界未経験者のキャリアチェンジを促進し、
良質で安定した雇用の場への就労と成長分野企業の人材確保の双方を支援。

（新）長崎で活躍！成長分野の人材育成と雇用創造プロジェクト事業費

[※再掲] 県内中小企業ＤＸ促進事業費
■県内中小企業のＤＸ推進に向けた意識醸成を図るとともに、
関係機関による支援体制を強化し、生産性向上や新たな付
加価値を創出するための取組を支援。

■県内企業における都市部等の専門人材の活用を支援する「プロフェッ
ショナル人材戦略拠点」について、デジタル人材や副業・兼業人材活用
支援を強化。

プロフェッショナル人材戦略拠点事業費大学等と連携したデジタル人材育成

※ 次ページの「県内大学等との連携」にて記載

■民間専門人材（デジタル関連）を、
「デジタル戦略補佐監」
「デジタルコーディネーター」として登用し、
一歩先行くデジタル関連施策構築に
向けた助言やデジタル関連事業の充実
・強化を図る。

ながさきSociety5.0推進費



NAGASAKI PREFECTURE ９

５．本県におけるデジタル化・DX推進に向けて（③ 県内大学等との連携）

I T 先端技術応用講座の実施
AI等の先端技術を活用した革新的サービスの創出を図るため、
次世代情報産業クラスター協議会会員企業の技術者等を対象
とした、専門的・実践的なカリキュラムから成るI T先端技術応用
講座について、長崎大学（情報データ科学部）への委託事業
として実施
＜令和4年度の開設講座＞
1．AI活用実践講座（データサイエンスの基礎と実践）
2．Javaによる並列分散システム開発方法論
3．大規模プロジェクトマネジメント講座
4．デザイン思考アプローチによる顧客価値創出講座

＜講師：R4年度実績＞

情報セキュリティ産学共同研究センターの設置

情報セキュリティに関し、共同ラボへの入居企業（5社）との共
同研究はもとより、教員や学生と共同で行う実践的な教育を推進。
さらに、入居企業と地場企業との連携等による地域産業の活
性化等を目指す。

＜入居企業＞

（令和5年4月供用開始）

企業名 事業内容 共同研究テーマ

㈱網屋 AI活用によるサイバー
攻撃などの検知製品

攻撃パターンなどに関する情報
を安全に収集

㈱ラック サイバーセキュリティ 高度なICT利活用によるスマー
トシティづくり

大成建設
㈱

総合建設業、ｵﾍﾟﾚｰ
ｼｮﾝ＆ﾒﾝﾃﾅﾝｽ事業

最新ｽﾏｰﾄﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞにおけるｻ
ｲﾊﾞｰﾌｨｼﾞｶﾙｾｷｭﾘﾃｨ対策

㈱島津製
作所

分析計測機器、産業
機器等の製造

脆弱性情報の自動収集

㈱ｴﾇ・ｴﾌ・ﾗ
ﾎﾞﾗﾄﾘｰｽﾞ

NTTグループ会社で、
ｾｷｭﾘﾃｨ研究・開発

SIMカードのセキュリティ対策へ
の活用

＜令和4年度 受講者数＞ 36名
令和5年度も
継続予定



NAGASAKI PREFECTURE １０

６．本県におけるデジタル化・DX推進に向けた取組の方向性

ながさきデジタルDEJI -MA産業メッセ2023（仮称）

＜目的・趣旨＞
デジタル技術の社会実装による地域課題の解決、デジタル技術の進展・社会実装を契機と
した経済活性化等を図るとともに、県民・県内事業者等への技術普及・啓発と、事業者間の
マッチング、技術力・サービス向上等を図る。

時期：9月7日（木）～9月8日（金）2日間 （予定）
場所：出島メッセ長崎（1階イベント・展示ホール、2階コンベンションホール）

＜概要（案）＞
・デジタル技術展示会（県内外企業） ・商談会、プレゼンテーション ・講演会、シンポジウム
・若者アイデアコンテスト など

第２回 ドローンサミット

＜目的・趣旨＞
次世代空モビリティ（ドローン、空飛ぶクルマ）の更なる利用拡大・社会受容
性向上へ向けた普及・啓発

＜概要（案）＞
・経済産業省、国土交通省と県の共催 ・空モビリティ関連展示会（県内外企業）
・事例発表会、シンポジウム、パネルディスカッション ・空モビリティのデモンストレーション飛行 など

イベントの同時開催



復活のS
~SUMIYOSHI REVIVAL

PROJECT~

若者が住みたくなるような街 住吉
~Sumiyoshi~

発表者
(有)エス・ケイ・フーズ 代表取締役
社⻑
⻑崎⻘年会議所副理事⻑



⾃⼰紹介
名前︓中村伸⼀郎
役職︓（有）エス・ケイ・フーズ代表取締役社⻑
年齢︓昭和58年12⽉29⽇(39歳）
⾎液型︓B型
出⽣地︓京都府⇒⼤阪府⇒埼⽟県⇒⻑崎県(⻑与町）
出⾝校︓⻑崎市⽴虹ヶ丘⼩学校卒

⻑崎市市⽴岩屋中学校⇒⻑与町⽴⻑与第⼆中学校卒
⻑崎市⽴海星⾼校(中退）
ブラジルにサッカー留学(１年間）

趣味︓ゴルフ・旅⾏
特技︓何事も⾏動 ポジティブに⽣きる

【会社概要】

会社名︓（有）エス・ケイ・フーズ
創業者︓中村通伸（現会⻑）
創業年⽉⽇︓1996年8⽉1⽇
事業承継︓2019年4⽉
事業内容︓ハンバーガーの製造・販売
資本⾦︓1,000万円
店舗数︓⻑崎市10店舗時津町2店舗 合計12店舗
スタッフ数︓社員23名

アルバイト数586名(23年度実績）



プラス要因 マイナス要因

内
部
環
境

①強み(Strength）
□住吉中園商店街通りには屋根があり、天候に左右されない環境になる
□公共交通機関の利便性が⾼く、停留所から商店街までもすべて徒歩圏内
□⻑崎⼤学が近くにあり、約8,000⼈の学⽣が在籍している

②弱み(Weakness）
□若者やファミリー向けのまちづくりがされていない
□空きテナントが多く活気がない
□外の発信が弱く、イベントなどの認知も低い
□商店街の協⼒体制が弱く、個⼈店のみが独⾃でがんばっている
□商店街への集客⼒が低下している
□独⾃性に溢れたテナントが少なく、魅⼒が感じられない
□⾃治会も顧客ターゲットを⾼齢者
□⽇常⽣活⽤品を販売しているが、近隣の施設で済ませるので客が減少している

外
部
環
境

③機会(Opportunity）
□住吉を分岐に時津・⻑与とベットタウンを抱えている
□公共交通機関の分岐点でもあり、学⽣の乗り換え地点でもある(シー⼤・⻑商）
□住吉町近辺に空き家も多くI・Uターン誘致に向けてもお勧めできる
□10︓00－18︓00は歩⾏者天国となっており

⼦供からお年寄りまで安⼼して買い物できる環境である
□商店街近隣に駐⾞場も多数ある

④脅威(Threat）
□⻄暦2000年以降の⼤型ショッピングモール乱⽴により、⼈流に⼤きな影響あり
□⼈⼝減少傾向にある
□⻑崎駅近辺の⼤改⾰によりさらに過疎化に拍⾞がかかっている
□コロナでさらに影響を受けてるテナント（主に飲⾷店）有

住吉中園商店街 SWOT分析



住吉界隈の現状



住吉商店街の現況
住吉商店街において最も重要と考えられるエリアのテナント状況

【電⾞通り(⻘の番
号)】
①住吉印章
②⼭⼝ふとん店 本店
③募集中(13万円 / 36㎡ / 飲⾷店可)
④ヘアカラー専⾨店クイックカラーQ
⑤上階募集中(9万円 / 31㎡)
⑥Bar SakuRaibeya
⑦Candy Sports
⑧⽣活雑貨・⾦物 ⽇野
⑨募集中(“元”BIG APLLE)坪9,000円
⑩中通り市場(募集有24万円)
⑪NICO
⑫募集中(25万円 / 146.60㎡ / 1棟貸
し)
⑬hair ej
⑭募集中(7.7万円 / 62.00㎡)
⑮空テナント(看板等の情報なし)
⑯クレープキッチン
⑰ 古着屋 WORTH(⼊居予定)
⑱庄司理容院
⑲住吉補正センター
⑳募集中(“元”モナコ)坪9,000円

【住吉商店街(⾚の番
号)】
①炭焼酒場晴れる屋
②となりのハレルヤ
③たばこ屋
④グッドラック
⑤募集中(15万円 / 33㎡ / 軽飲⾷可)
⑥シューズ さこ
⑦宇野提灯店
⑧⼤衆酒場はち煌
⑨フルーツのカネツ
⑩雑貨屋 塩⾒
⑪空テナント(ネット等の掲載なし)
⑫エスタミネー英語教室
⑬喫茶ちゃちゃまる
⑭レストランBonfan34件中、11件に空テナントがあ

り、
エリアの空室率は約29％にもな

る。



⽬的：住吉中園商店街が近隣に住み暮らす⽅々に愛される街にな
るために、県内外からテナント誘致を⾏い、活気あふれる商店街
にする

「数値目標」
Target① 住吉中園商店街のテナント空店舗を０にする
Target② 住吉中園商店街の利用者を2025年までに1日平均1,000人とし

月間で約4千万円の経済効果に繋げる。
Target③ I・Uターン誘致を積極的に行い5組の誘致を成功させる。
Target④ クラウドファンディンと協力金を活用し2023年12月までに800万集め商店街促進活動に使用する

「具体的行動目標」
Target① 現存する店舗と新規出店が共存し地域・地産地消を行える交流の機会とイベントの開催を行う。
Target② スタートアップ企業や大学生の可能性を生かすための貸し出し店舗を作り貸し出す。
Target③ 学生(小学生から大学生)が来たくなるテナント誘致。
Target④ テナント管理と空き家をリンクさせ助成金を活用しスモールスタートできる環境整備



中村伸⼀郎
代表

松島雄⼤
テナント誘致

福島はるか
イベント

︖︖︖
建設・内装担当

岳下⻫弘
設計、デザイン担当

加藤良平
監査、経理担当

⻑野雄太
広報部

中村剛
⻑崎住吉中園商店街振興組合

事務局⻑

住吉活性化project 組織図

（2023年3⽉〜6⽉）上期 （2023年7⽉〜12⽉）下期

⽉に1回の住吉商店街にてイベントの開催

事務局を開設

学⽣アンケート実施⻑崎⼤学アントレ
プレナーシップ協同 事業実施（詳細不明） 次年度引き継ぎ



住吉商店街



住吉商店街の今後についてと
結びのご挨拶

ご静聴いただき、誠にありがとうござ
いました。



長崎県初会員制サウナ

Nagasaki Membership Sauna

in Sumiyoshi

先 着 1 0 0 名 様 限 定 プ ラ ン

【 入 会 金 】

初年度のみ
￥10,000(tax in)

￥0
※2年目以降は更新料として頂戴いたします。
※入会金は設備修繕費用として使用します。

①施設1回無料券プレゼント
②専用ロッカー贈呈
③ロゴ入りサウナハットプレゼント

※専用ロッカーはGOLD会員様以上入会の方のみ
※サウナハットの詳細(デザイン等）は決まり次第

￥8,000
￥6,000
￥4,000
￥3,000

VIP会員様
GOLD会員様
スタンダード会員様
学生特別会員

subscription

※全てtax in
※年間一括払いも可能です

VIP会員特典
同伴者2名OK 1回120分 使用回数無制限 ドリンク無料

GOLD会員特典
同伴者1名OK 1回60分 使用回数月6回

スタンダード・学生特別会員特典
1回40分 使用回数月4回

「併設備品」
貸し出し品：バスタオル、ハンドタオル
その他スペース：水風呂、ととのいエリア、シャワー、アメニティ

問い合わせ先

【注意事項】※詳細部分の変更の可能性有
⑴今回はOPENに向けての事前入会希望者を募るチラシであり、

本契約の場合は別途申込書と詳細な説明をさせていただきます。
⑵100名の会員希望者が決まり次第、施設の施工となります
⑶24時間365日営業施設と考えています。
⑷会員制ですが、OPEN後の周知活動として

初回体験利用を募る場合がございます。ご了承ください。
⑸定員に達した場合は入会特典を受けれませんのでご了承ください。

入 会 特 典

【 特 別 特 典 】



⻑崎都市経営戦略推進会議（23.3.20)
副議⻑資料



第２５回⻑崎サミット：振り返り
次回以降の⻑崎サミットプロジェクトへの橋渡し

①⼤きな⽅向性と「産官学＋⾦情」の役割分担を検討し、具体策へ

・将来を⾒据えた⻑崎の⽅向性やベクトルを共有。キーは「若者」、
「チャレンジ」、「デジタル」、「⻑崎らしさ」

・分散的に取り組みを進めるより、⼒を合わせていく

・各主体が「⾃分事」として、地域のために果たすべき役割・責任を考
え、具体的なアクションに踏み出していく（不確実な時代、「⼀歩踏
み出すと次の⼀歩がみえてくる」）

②多様な世代の声を⼤事にするサミットへのアップデート

・これからを担う世代の思いや希望を踏まえた将来⽬線の取り組みへ
１



ご意⾒募集
Q.⻑崎サミットを、これからを担う世代の思いや希望を踏ま

えた将来⽬線の取り組みにしていくには？
①どのような運営が考えられるか？

− 例えば、（a）「若者サミット」を開催し、その議論を⻑崎サミッ
トに反映、（b）⻑崎サミットに参加してもらう、（c）⻑崎サミッ
トで議論する事項の検討事項の検討に参加してもらう

②対象とする「若い世代」の範囲は？

− 例えば、中学⽣、⾼校⽣、⼤学⽣、若⼿社会⼈ほか。

④実現に向けた留意点

− 「若い世代の声」を活⽤する既存の仕組みとの重複感の有無。

− とりまとめ・事務局機能。

− 本件への参加の声掛け、募集のあり⽅。

頂いたご意見を整理のうえ、次回の推進会議で議論したいと思います。
2



（ご参考）先ず隗より始めよ
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参加学⽣

対⾯の教室：約50名、リアルタイムの配信：約450名
オンデマンド配信：数百名

2⽉3⽇⻑崎県⽴⼤学での講義

3



ご参考 学⽣へのメッセージ資料

推進会議で取り扱われた情報も反映しています

4
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長崎

全国

（90年度＝100とした指数）

（図表１）⼈⼝推移 （図表２）域内総⽣産（GDP)
＝働き⼿の⼈数×１⼈が産み出す付加価値額

⻑崎県は⼈⼝減少ペースが早く、経済⾯の停滞が指摘される
しかし、2010年代半ば以降、活⼒を回復しつつある。なぜか︖
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90 92 94 96 98 00 02 04 06 08 10 12 14 16 18 20

全国（2020年 12,656万人）

長崎（2020年 133万人）

（90年＝100とした指数）

（注）域内総生産は、名目ベース。長崎県は、平成7年基準（1990-95年度）、平成12年基準（1996-2000年度）、平成17年基準（2001-05年度）、平成23年基準（2006-10年度）、平

成27年基準（2011年度-）のデータを使用。全国は、平成27年基準のデータを使用。
（出所） 総務省「人口推計」、内閣府「国民経済計算」、「県民経済計算」 5
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（図表３）⻑崎県の年齢層別の有業率（いわゆるM字カーブ）
（⼥性） （男性）
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（注）年齢層別有業率

＝年齢層別有業者数（普段収入を得ることを目的として仕事をしている者及び仕事は持っているが現在は休んでいる者）÷年齢層別人口

（出所）総務省「就業構造基本調査」

理由① 働く⼈の割合が上昇し、働き⼿の減少を抑制
⽼若男⼥が「働く」ことを通じて輝く地域へ
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（注）「GDP÷生産年齢人口」で日本銀行スタッフ算出。

（出所）内閣府「国民経済計算」、「県民経済計算」、総務省「人口推計」

（図表４）１⼈当たり域内総⽣産額

理由② ⼀⼈ひとりが⽣み出す付加価値（労働⽣産性）が上昇
世の中で価値が認められるモノ・サービスを⽣み出す地域へ

3
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5

6

7

8
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全国

長崎

（百万円／人）
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68 年

62 年

50 年

38 年

22 年

12 年

3 年

2 年

19日

0 20 40 60

航空機

自動車

電話

ラジオ

テレビ

携帯電話

Facebook

Twitter

Pokemon Go

（出所）Steemit等

今後の活性化の視点①︓デジタル
産業としての成⻑性。winner-take-all的なスピード感

（図表６）ユーザー5000万⼈獲得に要した期間

且䏰㍓区

%& '

(㊝㍇㍓区

+ , '

㎮㌥㋄㋑㊡2

34 '

丨㑪㕞

3 3'

㌈傹䙥㕞

% '

㈺<佼

3 + '

（図表5）製造業付加価値額の割合
（⻑崎県）

（注）造船は、「輸送用機械」に含まれる。「はん用機械」はボイラー・タービン等。

（出所）長崎県「工業統計調査」
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2010年︓5,233億円

2019年︓6,660億円
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今後の活性化の視点①︓デジタル
⽣活の質、便利さを確保する⼿段。⼈⼝減少は有効活⽤を後押し

（図表７）「つながる⻑崎」データ連携基盤 （図表８）上五島「Smart GOTO」

（出所）長崎県 （出所）新上五島町

⻑崎県 県内市町 ⺠間企業

9



（図表９）⻑崎県は⽇本の「⻄端」

今後の活性化の視点②︓地理を活かす
⽇本の「⻄の隅っこ」は僻地なのか︖

▽⻑崎駅新幹線ホームの突端に
あるプレート

▽佐世保駅の⼊り⼝

東京から
961キロ

札幌から
1,523キロ

福岡から
108キロ

⼤阪から
566キロ

１0



（図表10）地図をずらしてみる

（出所）Open Street Map、国土地理院、みんなの知識ちょっと便利帳

500ｋｍ

1,000ｋｍ

1,500ｋｍ

2,000ｋｍ

2,500ｋｍ

3,000ｋｍ

3,500ｋｍ

4,500ｋｍ

4,000ｋｍ

今後の活性化の視点②︓地理を活かす
地図を広く⾒る。アジアとの近接。対外的には⼀番有利な⽴地

＜⻑崎からの距離＞
ソウル 595キロ ⼤阪 566キロ
台北 1,177キロ 東京 961キロ
北京 1,442キロ 札幌 1,523キロ
マニラ 2,208キロ (那覇〜札幌 2,243キロ)

＜世界史の最前線にあった⻑崎＞

1609年 ｵﾗﾝﾀﾞ東ｲﾝﾄﾞ会社が平⼾に商館を設置
（ﾊﾞﾀｳﾞｨｱ＜現ｼﾞｬｶﾙﾀ＞からｱｼﾞｱ拠点を
東進）

1625年 ｵﾗﾝﾀﾞ⻄ｲﾝﾄﾞ会社がｱﾒﾘｶﾝｲﾝﾃﾞｨｱﾝからﾏﾝ
ﾊｯﾀﾝ島を購⼊し拠点化
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（図表12）海岸線の⻑さ（図表11）海洋⼤国・⽇本

今後の活性化の視点③︓海洋（ブルーエコノミー）
⽇本は海洋⼤国。中でも、⻑崎は「海の県」

⾯積・体積 世界ランキン
グ

国⼟⾯積 38万㎢ 63位

領海＋EEZ
（200海⾥⾯
積）

447万㎢ 6位

200海⾥体積 1,580万㎦ 4位

（出所）国際連合、米国務省、海上保安庁、海洋政策研究所、環境省

順位 都道府県 海外線の⻑さ

１ 北海道 4,461km

２ ⻑崎 4,183km

３ ⿅児島 2,666km

４ 沖縄 2,037km

５ 愛媛 1,716km

全国 35,649km

12



（出所）デロイト資料を基に日本銀行長崎支店作成

ブルーエコノミー
2030年市場規模 500兆円

うち国内 28兆円
2030年までに世界で創出
される雇⽤
＋1億⼈（2010年⽐）

•捕獲漁業、養殖業、⽔産加⼯
業、⽔産品の⼩売業

海洋⽣物資源

•オイル＆ガス、ミネラル

海洋⾮⽣物資源

•港湾サービス、造船・船舶の
修理、海上輸送

港湾活動、造船、輸送

•海洋、沿岸地域の観光業

観光

•洋上⾵⼒発電、海洋エネルギー発
電、浮体式太陽光発電

海洋再⽣可能エネルギー

•深海炭鉱
海洋鉱物

•藻・海藻製品（⾷品・燃料・化学品
等）

バイオテクノロジー

•海底通信ケーブル
海底ケーブル

•海⽔淡⽔化
脱塩

•廃棄物リサイクル、無排⽔処理、
海中排⽔処理

廃棄物処理

本格的に成⻑していく新分野さらに発展していく既存分野

今後の活性化の視点③︓海洋（ブルーエコノミー）
海洋のポテンシャルは巨⼤。⻑崎は先進地域になり得る

13



メッセージ︓わくわく、どんどん、ますます、いよいよ

u⻑崎は、穏やかな地域ですが、退屈な地域では全くありません。世界や⽇本全体に
「これからの価値」を提⽰できる、わくわくが溢れる地域です。

①⼈⼝減少︓「ピンチ」と悲観的に⾔われることが多いですが、この先、⽇本全体
で起きる現象。⻑崎は「課題先進地域」として、他地域に先⾏して対応策を考え、
社会実装（徹底したデジタル活⽤など）していく⽴場にあります。また、「⼈」
の希少性が⾼まります。若い皆さんの活躍機会がどんどん広がると感じません
か︖

②成⻑するアジアとの近さ︓これからは、Look east（福岡、東京）でなく、Look
west（アジア）で地域活性化を考える⽅が増えることが期待されます。そうした
globalな視点でモノを考え、localに具体策を考える、“glocal⼈材”がますます⼤切
になっていきます。⽇本の⻄端は「最前線」です。

③豊富な海洋資源︓いよいよ世界で産業化が広がっていく海洋資源は、⻑崎の宝。
他にも、県⺠にとっては「当たり前」でも、実は物凄いポテンシャルがあるもの
を⻑崎は持っているはずです。

14



重点施策は、長崎市がめざすべき姿の実現を加速化させることを目的に、基本目標ごとの横の施策軸を、縦の分野軸が縦断的に跨ぐ形で
位置付けるものです。第五次長崎市経済成長戦略では、情報・環境関連分野、海洋・ものづくり分野、生命科学関連分野、交流分野の4つ
を位置付け、共通キーワードとして“環境”、 “デジタル”、 “持続可能性”、 “人財”の視点を持ち、民間企業、大学、関係機関、行政が相互

に連携し、新産業の創造や既存産業の多角化、交流人口拡大を実現します。

重点施策について

重点施策推進に
おける視点

環境
デジタル
持続可能性
人財

オープンイノベーション※による
情報・環境関連産業の創造と

暮らしを豊かにする新ビジネス創造

海洋・ものづくり

“海”を基軸とした製造業の進化

生命科学

大学連携による感染症分野やヘルスケア※

分野などの新産業創造

交流

100年に一度のまちづくりを契機とした
地域経済の活性化

①地域課題解決による新ビジネス構築の体制構築
②高度人材の確保・育成、人材ネットワークの構築
③地場企業のＤＸ※推進・生産性の向上と事業承継による新事業
創出支援
④行政のＤＸ※推進による行政の効率化と住民福祉向上
⑤情報・環境関連企業誘致の加速化と域内企業との交流促進等
⑥スマート技術を活用した新ビジネスの創出や経済循環・
環境保全の仕組みづくり

①地場企業とのオープンイノベーション※による新事業・商品・
サービス創出支援
②医学系学会など生命科学関連MICE ※の誘致等
③ＡＩ※ 、ＩｏＴ※等革新技術を活用したヘルスケア分野の生産性の
向上と関連産業の振興
④医療・衛生・健康・食分野の関連企業の誘致強化
⑤ヘルスケア※分野における新たな官民連携の可能性検討

①情報のワンストップ※化
②スマート観光プラットフォームの形成
③観光資源等の磨き上げ
④デジタルコンテンツ※の造成

重点施策
２

重点施策
３

重点施策
４

①強みを活かした造船業の維持活性化・高付加価値化支
援
②洋上風力発電事業など環境・エナジー分野への参入支
援
③造船インフラや技術を活かした新分野進出・多角化支援

情報・環境
重点施策
１
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重点施策２ 海洋・ものづくり分野

“海”を基軸とした製造業の進化

長い歴史で培われた造船業をはじめとする長崎市の海洋関連製造業について、人材や技術、設備などの財産を活かしながら、造船分野の維持・活性化
とともに、次代のニーズにマッチした構造転換や新分野進出などを産学官が一体となって後押しすることで、海を基軸とした新時代にふさわしい基幹産業
への進化を目指します。

造船業クラスター

①強みを活かした造船業の維持活性化・高付加価値化支援

造船業の持続可能な活性化をめざし、ク

ルーズ船メンテナンス事業など強みを発揮

できる分野の維持・活性化を官民一体と
なって推進します。

造船業で培われた技術や設備等の既存
インフラを活かした新分野への進出支

援や多角化、関連企業誘致などを推進
します。

③造船インフラや技術を活かした
新分野進出・多角化支援

②洋上風力発電事業など
環境・エナジー分野への参入支援

製造業で培われた経営資源や高い技術力、
更には海に囲まれた長崎市の立地特性を

生かし、環境・エナジー（エネルギー）
分野への参入などを推進します。

長崎市の主な取組
②③に関連するもの
・チャレンジ企業応援事業
【Ｒ４予算額300,896千円】※R5繰越含む

③に関連するもの
・ものづくり支援事業
【Ｒ5予算額8,347千円】

民間等の主な取組
①②③に関連するもの
・NPO法人長崎海洋産業クラスター形
成推進協議会による海洋産業エネル
ギー関連産業拠点集積の取組
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重点施策３ 生命科学関連分野

大学連携による感染症分野やヘルスケア分野などの新産業創造

長崎大学の感染症研究拠点を核とする感染症研究分野や超高齢化社会の課題解決を図る長寿科学分野において、関連する企業の誘致や地場企業によ
る新サービス創出などを産学官が一体となり戦略的に推進することで、生命科学（ライフサイエンス）分野などの新たな産業の創出を目指します。

IT関連
誘致企業

大学
感染症共同研究拠点

地場企業・医療
介護施設等

関係機関・行政

①地場企業とのオープンイノ
ベーションによる新事業・
商品・サービス創出支援

出島メッセ長崎

②医学系学会など
生命科学関連MICEの誘致等

保険関連
企業

④医療・衛生・健康・食分野の関連企業の誘致強化

生命科学関連企
業・同研究機関等

医 療 ・ 衛
生・健康・

食分野等の
先端企業や
研究機関な

どの戦略的

誘致を進め
ます。

（域外）

発信

企業立地

③ＡＩ、ＩｏＴ等革新技術を活用したヘル
スケア分野の生産性の向上と関連産
業の振興

⑤ヘルスケア分野における新たな官民連携の
可能性検討

暮らしやまちへの波及

㈱ながさきMICEやDMO

と連携し、医学系学
会などの生命科学関
連MICEの誘致を強化
するとともに、医療

ツーリズムなどアジ

アからの集客促進を
検討します。

地場企業、誘致企業、大

学、行政、関係機関など
の垣根を超えたオープン
イノベーションの場をつ

くり、新たな商品やサー
ビスの創出や起業・創業

などを支援します。

情報やものづくり分野と連携し、

介護・福祉分野のＤＸ化を進め生
産性の向上を図ります。

ヘルスケア分野におけるソーシャル・イン
パクト・ボンドの導入など、新たな官民連

携の可能性を検討します。

スタートアップ事業者
各種ベンチャー企業

金融機関等

長崎市の主な取組
①に関連するもの
・新産業・起業チャレンジ促進事業
【Ｒ５予算額22,528千円】
・産学連携・創業支援事業[A-2-⑵-②など]
【Ｒ5予算額29,149千円】

④に関連するもの
・企業立地推進事業
【Ｒ５予算額261,857千円】

③に関連するもの
・チャレンジ企業応援事業
【Ｒ４予算額300,896千円】※R5繰越含む
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重点施策１ 情報・環境関連分野

オープンイノベーションによる情報・環境関連産業の創造と暮らしを豊かにする新ビジネス創造

IT関連
誘致企業 大学

地場企業

関係機関・行政
②高度人材の確保・育成、
人材ネットワークの構築

③地場企業のＤＸ推進・生産性の向上
と事業承継による新事業創出支援

⑤情報・環境関連企業誘致の加速化と
域内企業との交流促進等

⑥スマート技術を活用した新ビジネスの創出や
経済循環・環境保全の仕組みづくり

①地域課題解決による
新ビジネス構築の体制構築

情報・環境関連企
業/同研究機関等研究者と域外域内企業のマッチ

ングを支援し、新たな商品や

サービスの創出や起業・創業な
どを支援します。

ＵＩＪターン希望者

リカレント教育やリスキリングなど

を含め、大学とIT企業、行政、関係
機関が連携した即戦力となる高度人
材の育成とＵＩＪターンも含めた人
材確保に取り組みます。

先端的な技術

や経営資源を

持つ環境・Ｄ
Ｘ関連の先端

企業や研究機

関などの戦略
的誘致を進め
ます。
さらに域内企

業との交流機
会を促進しま
す。

情報・環境産業
クラスターの形成

先端技術を活用した業務効率化や生

産性の向上、働き方改革などを推進

し、地場企業の活性化を図ります。

（長崎市内）

情報サービス、生活関連サービス、

環境ビジネスのほか、かつて長崎市
の産業の柱であった水産業を含む一
次産業においても先端技術等を活用
した新ビジネスの創出を図ります。

また、地域通貨システムなど、域内

経済循環や環境保全のための仕組み
づくりの研究を進めます。

（域外）

発信

企業立地

発信

移住・二地域居住、
ワ―ケーションなど

④行政のＤＸ推進による行政の
効率化と住民サービス向上

行政のＤＸ推進による業務
効率化を推進し、住民福祉

の向上を目指します。

進出が進むIT関連企業のネットワーク化と地場企業等との連携強化により、情報や環境分野などの新たなビジネスの創出や企業誘致を進めます。また、地
場企業のＤＸ化の推進・生産性の向上を目指します。

金融機関等

スタートアップ事業者
各種ベンチャー企業

暮らしやまちへの波及

長崎市の主な取組
①②④に関連するもの
・新産業・起業チャレンジ促進事業
【Ｒ５予算額22,528千円】

②⑤に関連するもの
・企業立地推進事業
【Ｒ５予算額261,857千円】

③に関連するもの
・チャレンジ企業応援事業
【Ｒ４予算額300,896千円】※R5繰越含む

民間等の主な取組
①③⑤に関連するもの
・オープンイノベーションを推進する体制
「ＮＡＩＧＡＩ ＣＲＥＷ」
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スタジアムシティ

重点施策４ 交流分野

100年に一度のまちづくりを契機とした地域経済の活性化

出島メッセ長崎や西九州新幹線開業など100年に一度のまちの変化を契機とした誘客を促進するとともに、デジタル技術を活用した観光マーケ
ティングを推し進め、「歴史文化」「自然環境」「食」など長崎市の魅力の更なる磨き上げや新たなデジタルコンテンツの造成など観光の高付
加価値化を図ることにより、地域経済の活性化につなげます。

出島メッセ長崎※

西九州新幹線

◎デジタルリサーチ
・顧客満足度・消費額測定
・訪問客数推計

・宿泊動向
・検索・移動行動など

◎デジタルプロモーション
・情報発信
・ファンコミュニティ

形成など

②スマート観光プラットフォームの形成

地 域 経 済 の 活 性 化

①情報のワンストップ化 体 験
宿

土 産

MaaS、XR(AR･VR･MR)
デジタルガイドシステム

出島メッセ長崎や新幹線開業など100年

に一度と言われるまちづくりのインパク

トを活かした誘客促進や新ビジネス創出
など、経済効果の最大化を図ります。

情報のワンストップ化と、デジタルを活

用した観光マーケティングを推進するこ

とで、効率的・効果的な調査分析と情報
発信を可能にするスマート観光プラット

フォームを形成します。

自 然

歴史文化
食

③観光資源等の磨き上げ

④デジタルコンテンツの造成

デジタルを活用した新たな

コンテンツを造成します。

観光マーケティングによ
る顧客ニーズの把握、施

策へ反映することで、観
光資源をはじめとしたさ

まざまな地域資源の高付

加価値化を図ります。

食 土 産
体 験

歴史文化
自 然 宿

長崎市の主な取組
①～④に関連するもの
・観光地域づくり推進事業
【Ｒ５予算額293,926千円】

③に関連するもの
・ナイトタイムエコノミー推進事業
【Ｒ5予算額10,196千円】
・さしみシティ推進事業
【Ｒ5予算額2,654千円】

民間等の主な取組
①～④に関連するもの
・ＤＭＯにおける各種事業の実施
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一般社団法人 長崎留学生支援センター

代表理事／センター長 夛田 彰秀

2023年3月20日（月）

（一社）長崎都市経営戦略支援協会／長崎都市経営戦略推進会議 様
長崎都市経営サポート資金申請に係る事業説明



背景と経緯 目的と今後の方向性
平成25年以来、長崎県内の留学生数は増加傾向で
あったが、コロナ禍の影響を受けて、令和2年度から留学
生数は減少していたが、令和4年度は回復傾向にある。

変動する長崎県内の留学生を取り巻く環境に沿って、長
崎留学生支援センターは留学生関連事業の在り方を常
に検討し事業を展開してきている。

令和2年度に開催した「将来計画検討・評価委員会」か
らは「留学生に係る事業のプラットフォーム」としての実績
が評価され、長崎地域における留学生に係る事業の更
なる発展を目指している。

令和3年度からは、「一般社団法人長崎留学生支援セ
ンター」として新たな一歩を踏み出した。

令和4年度は今後の安定的運営に向けて、財源の在り
方についての検討を行う等、新組織として必要な環境整
備の強化を図っている。

「地域との連携・留学生による経済効果への期待」「留学生の地域
への就労・定着への期待」を念頭に、時代の次の段階へ向けて環境
の整備を行い、恒久的な留学生支援体制の確立を目指す。

【来日する留学生の増加】→
【住みよい生活環境づくり／地域との共生】→
【留学生の定着率増加】 の一連の流れ

具体的には、
①【募集・広報】→
②【生活支援】③【交流事業】→
④【就職支援】 の4つの事業を中心的な柱として

【オール長崎】で取り組みつつ、
事業全体の相乗効果を期待できる事業展開を図る。

今後の5ヵ年間は、【With Corona】及び 【Post Corona】 の影響
を勘案しながら社会情勢の動向を見極めつつ事業展開を図る。

一般社団法人長崎留学生支援センター



1. 募集・広報支援事業

長崎県内の大学等における正規生及び一般交換
留学生の増加を目指し、国内外の高校・日本語学
校・大学等の日本語学習者及び関係者を対象とし
た長崎地域及び県内大学に係る情報提供、及び各
事業を実施する。

１ 海外の行政・教育機関との連携強化
２．国内外での県内大学の合同説明会
３．長崎留学ガイドの配布
４．国内外向けに地域・大学等に係る情報発信

２. 生活支援事業

長崎県という地方都市に「卒業後も住みたい」、「就
職したい」と思う際に、「住み心地」や「住みやすさ」は
重要な要素であるため、より住みやすい生活環境の
下で留学生活を送り「長崎の良さ」を伝えられるよう
下記生活支援事業を実施する。

１．留学生のアルバイト・ボランティア支援
２．生活支援機関との情報交換及び各大学等へ

の情報提供
３．冠奨学金制度設置準備
４．物資等提供事業



弊センターの支援のもとで設立され活動する留学
生同窓会とのネットワークを通し、これら同窓会と
共に、現役留学生の支援や交流の促進を図ること
で共生社会構築に寄与しつつ、帰国留学生への
情報発信を通じて地域間交流・連携に繋がる橋
渡しを行う。

１．海外長崎県留学生同窓会事業
①中国長崎同学会への活動支援を行う。
（継続／随時）

② ベトナム長崎同窓会への活動支援を行う。
（継続／随時）
③ 新たな国の同窓会の設立に係る情報収集・
調整を行う。（継続／随時）

２．長崎平和大学の実施
３．サポーター制度

3. 交流事業

留学生の雇用を希望する企業と留学生の相互理解を
促進するために、各関係機関との連携に努めつつ下記
事業を実施する。なお、過去の実績・社会動向の変
化を受けて、一部については従来の事業を統合した上
で実施する。

１．ビジネス日本語講座
２．留学生と企業との交流・勉強会
３．職場見学バスハイク
４．Nagasaki しごと未来博への参加
５．就職に係る情報収集・提供

4. 就職支援事業



従来の「研修事業」及び「管理・運営・会
議」を統合し、産官学の各機関との情報交
換・勉強会・検討の場を設け、留学生の生
活状況に加え、変動する社会情勢及び産
官学の各界のニーズ等を把握し、それら内
容を今後の弊センターにおける運営・事業に
反映し現状に沿った留学生支援を「オール
長崎」で展開できる環境づくりを行う。

１．留学生実務担当者との勉強会
２．諸会議等の開催
３・その他会議／手続き等

5. 基盤整備事業
本サポート支援を活用する事業

１）「海外長崎留学生同窓会事業」

２）「国内外向けに大学等に係る情報発信」

３）「就職支援のためのビジネス日本語講座」

４） 「留学生と企業との勉強会・交流会」

５）留学生向け就活支援動画の作成

６）就職に係る情報収集・提供



長崎留学生支援コンソーシアムに加
盟する大学等、地方自治体、経済団
体及び交流団体との連携を強化して
各種事業を実施する。

また、加盟外の日本貿易振興機構
（JETRO）長崎情報センター、長崎労
働局、JICA九州及び各種経済団体とも
連携して、就職支援、生活支援及び交流
事業を推進する。

海外との連携に関しては、長崎県や現地
の地方政府対外交流機関＆教育機関等
との連携を進めていく。

事業実施体制
区 分 予算額（円） 備 考

長崎都市経営サポート資金 1,500,000

自己資金

その他 10,500,000 見込を含む

（他の機関からの助成等）

合 計 12,000,000

区 分 予算額（円） 備 考

一般活動費 300,000 １）同窓会支援

400,000 ３）就職支援：ビジネス日本語

800,000 ５）就職支援：留学生就活支援動画作成費

その他一般活動費 2,080,000 含む、２）情報発信、4）留学生と企業の勉強会

管理経費 8,420,000 事務所維持費、人件費、委託料等

合 計 12,000,000

令和４年度 収支予算書



本サポート支援金を活用する事業



１）「海外長崎留学生同窓会事業」

元留学生によって設立された同窓会等が協力する中
国語及びベトナム語での情報発信サイトにてセンター
活動の紹介及び大学等の紹介を行う。

【予定】
中国語：日本通
https://www.517japan.com/nagasaki-issc/

ベトナム語：Kilala
https://kilala.vn/ja/du-hoc-nagasaki.html

https://www.517japan.com/nagasaki-issc/
https://kilala.vn/ja/du-hoc-nagasaki.html


２）「情報発信のための環境整備」

長崎留学ガイドブックのデータ版作成

コロナ禍が続く中で、海外や県外における大学フェア
等の実施も困難な状況であるので、長崎留学ガイド
ブックの内容を更新した上で、データ版を作成し、

① 弊センターのホームページからダウンロードして、ど
こからでも同冊子を閲覧できる環境を整えた。

② 関係機関や大学等にリンクを依頼し、多方面か
ら同冊子にアクセスできる環境を整える。

https://nagasaki-issc.org/

https://nagasaki-issc.org/
https://nagasaki-issc.org/book/index.html#target/page_no=3


３）「就職支援のためのビジネス日本語講座」

① NICEキャンパスの選択科目として「ビジネス日本
語講座」を開講することで、県内大学及び社会人が
職場で必要な基礎的日本語やマナーを学べる場を
提供する。

講座Ⅱ：令和4年4月20日～8月3日
N3-2 対象（15講座）9名
長崎大学／県立大学／活水女子大学

講座Ⅰ：令和4年8月17日～8月31日
N5-4 対象（15講座）20名
長崎大学／県立大学／外国語大学

秋講座：令和4年10月5日～
令和5年2月1日

N3-1対象（15講座）／休講

講師：長崎大学 留学生教育・支援センター
准教授 古本 由美 氏

1 L 1 Self Introduction 1 CP 1 自分自身を理解する CP 5 就職活動の流れが理解できる

2 CP 1 Preparation before your job-hunting L 1-2 印象のよい挨拶ができる／入社時の書類提出について理解できる L 1 歓迎会などの日程について相談し準備が進められる

3 L 2-3 Greetings/ self introduction 2 L 3-4 指示の不明な点を確認できる／日程調整のやり取りができる L 2 メールで案内状が出せる／出欠の返信ができる

4 L 4 When you are given instruction L 1-4 口頭練習⓵ L 1-2 口頭練習⓵

5 L 5 When you are informed of meeting schedule L 5 オフィス機器のトラブルの状態を説明し、対応策を得ることができる 先輩や企業担当者から体験談やアドバイスを聞く（外部講師）

6 D 1 Conversation: about my day-off L 6 懇親会の案内メールを理解し、出欠の返信ができる L 4-5 遅刻を連絡し、代わりの対応を依頼できる／期限延長の依頼がで
きる

7 L 6 When you are late for the work 先輩や企業担当者から体験談やアドバイスを聞く（外部講師） L6 重要な物を紛失したときに適切な報告ができる

8 L 7 When you want to take a day-off L 5-6 口頭練習⓶ L 4-6 口頭練習⓶

9 CP 2 Knowing yourself L 7-8 好きなことを話し、相手との距離を縮めることができる／大変な状態
を説明し、相談できる

L 9-10 期限に間に合わないことを報告し、指示を仰ぐことができる／電話で
取次ができる

10 CP 3 Find out the type of job you want L 10 長期休暇の許可を求めることができる L 11 冠婚葬祭についての基本的マナーやルールが理解できる

11 L 8 How is your work? L 7,8,10 口頭練習⓷ L 9-11 口頭練習⓷

12 L 9 Whne you want to get permission for … L 13-14 出身地の料理を説明できる／電話対応ができる CP 6 応募書類を準備する(1)

13 D 2 Conversation: about my hometown CP 2 色々な仕事を知る CP 7 応募書類を準備する(2)

14 L 12 Whne you are invited to… L 13-14 口頭練習⓸ CP 8 面接の準備をする(1)

15 D 3 Conversation: about my soul-food CP 3 やりたい仕事を決める CP 9 面接の準備をする(2)

対象

⓵ 日本での就活準備について知る ⓵ 必要に応じてメモをしたり、会社の予定表などに書いたりできる ⓵ 必要に応じてメモやメールを書くことができる

⓶ 基本的な挨拶／自己紹介ができる ⓶ 確認、相談、日程調整、内線電話の対応、簡単なメール返信等
のやり取りができる

⓶ 日程調整、事情説明、急ぎの業務に関する相談など、やや複雑な
状況において適切なやり取りができる

⓷ 遅刻・欠勤を連絡できる ⓷ 上司や同僚と良い関係を保つために、身近なトピックについて説明し
たり情報交換できる

⓷ 上司や同僚と良い関係を保つために、身近なトピックについて説明し
たり情報交換できる

⓸ 社内連絡や簡単な指示の内容を理解できる ⓸ （CP)日本語で社会人としての自己紹介ができる ⓸ 社内関係の冠婚葬祭について最低限の対応ができる

⓹ 上司や同僚と良い関係を保つために、身近なトピックについて説明し
たり情報交換できる

⓹ （CP)日本での就職活動の流れを知る ⓹ （CP)応募書類の書き方と面接の受け方の練習

働くための日本語：キャリアプランニング

留学生のためのビジネス日本語　Ⅰ 留学生のためのビジネス日本語　Ⅱ 留学生のためのビジネス日本語　Ⅲ

教材

目標

働くための日本語Ⅲ：職場のコミュニケーション

働くための日本語Ⅲ：語彙と表現

働くための日本語：キャリアプランニング

N3-N1N3-N2カタカナ・ひらがなが読める／書ける

働くための日本語Ⅰ：職場のコミュニケーション

働くための日本語Ⅰ：語彙と表現

働くための日本語：キャリアプランニング

働くための日本語Ⅱ：職場のコミュニケーション

働くための日本語Ⅱ：語彙と表現



４）「留学生と企業との勉強会・交流会」

① 留学生人財活用セミナー
（令和5年2月24日：オンライン）
今年度は外国人の雇用を検討している段階の企業様向けに、
ヤングハローワーク長崎、JETROや行政書士による、高度人
財の雇用に関するノウハウ等に係るセミナーを開催。

参加：9社、11名

プ
ロ
グ
ラ
ム 

13:30～13:35 開会の挨拶 一社）長崎留学生支援センター 

代表理事／センター長 夛田 彰秀 

13:35～14:15 長崎県における留学生の就活状況について解説
します。 

ヤングハローワーク長崎 

雇用指導官併就職促進指導官 

立山 寛之 氏 

14:15～14:20 休憩 

14:20～15:00 

20 分 基礎 

20 分 Ｑ＆Ａ 

外国人雇用時の確認事項と必要な手続きにつ
いて解説します。 

梅枝行政書士事務所 
行政書士 梅枝 眞一郎 氏 

15:00～15:40 

20 分 基礎 

20 分 Ｑ＆Ａ 

外国人財に関わる基礎知識、キャリアパスと人材
育成などを解説します。 

ジェトロ福岡貿易情報センター 
高度外国人材活躍推進ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 
石井 正光 氏 

15:40～16:00 質疑応答、閉会 一社）長崎留学生支援センター 

 



５）留学生就活支援動画の作成

就活文化が異なる背景を持つ留学生が、特に長崎県内の企業等
への就活活動をより円滑に行えるよう、就活に係る動画を作成し、
随時就活の準備や練習ができる環境を提供する。「就活支援動
画作成ワーキング」を結成してテーマやコンテンツを検討し、留学生
や留学生に関わりのある元アナウンサー等に出演やナレーションの協
力を得て、撮影等は民間企業に委託する。

令和4年度は第1弾として「面談」をテーマにした動画を作成する。
続編作成や公開や活用については令和5年度に大学の就職担当
者との意見交換を通じて確定する。

令和4年度は以下の「就活支援動画作成ワーキング」メンバーにて
全10回のミーティングを行う。

（社）長崎留学生支援センター
ヤングハローワーク長崎
長崎大学キャリアセンター
ケイ/ティ―エス ㈱

https://youtu.be/SPxqMxB0WL8


弊センターの事業説明の機会を
賜りましたことに、

心より感謝申し上げます。
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